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西陣地域産業と暮らしの持続的発展を求めて














は じ め に
明治以来の日本「近代化」・経済成長至上主義路線の帰結は，欧米に追いつき追い越したか
と思えた後の「構造改革不況」の上に，「100 年に一度」と不正確に規定されるÐリーマン
ショック大不況Õ(2008 年 9 月 15 日) の荒波に翻弄され，「健康で文化的な営業・生活空間づ
くり」を願う住民生活の福祉レベルを大きく歪めている。この間，2009 年度末時点での製造

















さてここで，もう一つの「声」を紹介しよう。全西陣織物労働組合 (1947. 9. 1 の労基法施





















































問題を指摘している中で，特にダイレクトジャガード各種部品で 22%の，シャトル (杼) 各
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出荷数量 金額 (億円）
注) 帯地部会員数 372 社のうち，輸入生糸申請は 180 社である。これから廃業 20 (予測) を減じると 160 社が
実質の織屋となる。また，経営主体が 50 才以下でかつ後継者有りの事業体は 60 社程度になる。




























昨年度対比で 56.4%証紙発行枚数 帯 1-2 月












































「表 2-1 チャンネル別呉服小売市場―推移と予測」にある通り，呉服小売市場は 6,270億






































(出所：矢野経済研究所『きもの産業白書』2009 年版，P. 7 を加工して援用)























日本の地域開発政策は，特定地域総合開発計画 (1950 年) や「全国総合開発計画」(第 1 次
の 1962 年から第 5 次の 1998 年にわたる，約 50 年間にわたるリーディング産業立地政策で
あった。その結果，第 2 次産業に占める機械系 3業種 (一般機械・輸送機械・電気機械) 比重
が 50%近くまでを占め，しかもこれら 3業種の総需要 (国内需要＋輸出) に占める輸出割合



































2006年における日本全体の事業所数は約 591万所，従業者数は約 5,863万人，そして 1事業
所あたり従業者数は 9.9人であり，1991 年値比較では事業所数では 14.3% 減，従業者数では
7.1% 減 (『平成 18 年 事業所・企業統計調査結果報告』参照。以下に掲げる図表等の数値も
特に断らない限り同様) である。これらを，都道府県別増減率によって上位団体と下位団体に
ついて概観すると，京都府の事業所減少率は下位から 3 位の▲ 9.47%で，従業者減少率は下
位 11位の▲ 2.62%である (表 3-1)。
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青 森 県47−11.51大 阪 府47
従業者数増減率 (H18/13) %事業所数増減率 (H18/13) %
表 3-1 事業所数・従業者数の都道府県別増減率比較
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−7.95高 知 県46−11.19愛 媛 県46
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−2.62京 都 府18−7.97岐 阜 県37
−4.72東 京 都5
−2.53全 国−6.91全 国
H13 従業者数H18 従業者数H13 事業所数
東 京 都3−4.48埼 玉 県3
0.41埼 玉 県4−4.60奈 良 県4
−0.37滋 賀 県5
4.51沖 縄 県1−1.01沖 縄 県1









京都府内従業者数の増減 (表 3-2) では，製造業の 10 数 %減少の中で，繊維と織物では約






































































が 36%であることから，残り 64%が従業者 4人未満規模の事業所ということになる。また，
従業者数比重でも 15.4%で最大である。ただし，製造品出荷額等では 4.6%，付加価値額では
6.2%の比重である。北区と上京区における従業者規模別事業所数分布 (図 3-1) から明らか
なように 3 人以下層が圧倒的で，9人以下層で 80%以上となっている。同様に「出荷額比重」
(図 3-2) で見ても，9人以下層で 50%〜80%を占めていることから，圧倒的な存在意義を示
している。
｢図 3-3」は，京都市内製造業のうちの繊維産業系の細分類業種を抄出したものである。京
都市内製造業のうちの繊維産業系の事業所数は 2,536所，従業者数は 12,067 人である。絹･人
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100100製造業から



















































図 3-1 京都市繊維工業の従業者規模別比重―事業所 図 3-2 京都市繊維工業の従業者規模別比重―出荷額
絹織物業と織物手加工染色整理業の合計値では，事業所数は 1,434 所，従業者数は 4,930人と
なり，両業種での比重は事業所数では 56.5%，従業者数は 40.9%となる。これらの従業者 4人
以上事業所の占める比重は，事業所数比重では 20%〜26%，従業者数比重では 15%〜20%で
あり，第 3位の比重を示す和装製品製造業 (足袋を含む) が 10%〜16%，そして部品・道具枯
渇の危機的状況にある繊維機械関連製造業 (40 社，従業者 204人) における従業者 4人以上
比重は， 2 %〜2.1%である。伝統産業種目である畳や扇子等もほぼ同様の状況にある。
最後に，西陣地域に該当する北区と上京区に焦点をあてて京都市内製造業事業所 (事業所総
数 6,594 所− 2006年数値)「従業者 4人未満の事業所の比重 (%)」(表 3-4) を確認しておく。
京都市内製造業に関わる事業所数や従業者数及び製造品出荷額の 3項目ともに，京都市値と比










図 3-3 京都市内の繊維系各業種の 4項目比重
4．京都府・市の振興計画や活性化条例の特性
4-1 ｢京都府伝統と文化のものづくり産業振興条例」の特性





























































































次に，「京都市伝統産業活性化推進条例」(2005 年 10 月 15 日 条例第 21号) を見ておく。









京都市伝統産業活性化推進計画｣(16)の数値目標 (2006年を基準とした 2011 年度目標) は，
①減少を増加に転換させるために，2005 年度額 1,774億円出荷額の 1 %増加，②伝統産業に
接したことがある市民割合を 200.5%から 220%まで増やす，③ ｢伝統産業の日」事業来場者
数を 2005 年 145,750人から 300,000人へ，④ 京都伝統産業ふれあい館来場者数を 148,803 人
から 250,000 人へ，④四条京町家の来館者数を，祇園祭の期間をのぞいた 30,175 人から
40,000人へ増大させるである。
また，「事業者が主体となり，市民等や行政を含む京都の総力を挙げて取り組むことが必要






である。2009 年・2010 年度で各 1千万円程度の補助事業に対して，産地組合や 4名以上グ
ループ，NPOから 10〜15 団体が公募・認定されている。なお，京都市は，和装産業活性化を
目的に南青山に着物のアンテナショップ「白イ烏 (からす)｣(18)(白い動物は高貴で，カラスは
神聖な動物にちなむ) 開設・オープン (2010 年 03月 03日) している。




ここで，『第 6次西陣産地振興対策ビジョン(19)〈対象期間 2006〜2010 年度〉』(以下，「第 6
次ビジョン」という) の内容を検討する。この間の西陣機業の生産量・出荷額の長期的激減傾














5-2 ｢第 5 次ビジョン (2001〜2005 年)」から引き継ぐべき 2つの視点
21世紀への展望を「和の文化」復活の世紀とした位置づけた『第 5 次西陣産地振興対策ビ





















































































( 1 ) 日本経済新聞 2010 年 10 月 19 日付。現行方式で統計公表 (「従業員数 10」人以上製造業事業所)
した 1999 年以降で最低で，開業率 0.9%は 3年連続。なお，廃業数は 06年の 3,402 から 09 年は
4,537 へと増加し 3年連続で前年越えであり，規模が小さいほど高まっているという。
( 2 ) 日本経済新聞 2010 年 10 月 18 日付。信用保証協会が融資の 100%を保証する制度であるが，貸し
倒れを国が補填するのは国民負担の増大なると判断したためで，80%肩代わりの一般保証制度に
戻ることになる。なお，零細企業向け小口融資に限り全額保証は続けるという。
( 3 ) この労働組合が伝統産業を守って取り組んだ原産国表示・海外生産・逆輸入問題などの諸課題と
その内容については，全西陣織物労働組合編集・発行『西陣労働者の闘い―伝統産業を守って 30
年』1978，『西陣労働者 40 年のあゆみ』1986，を参照のこと。




( 5 ) 2009 年 4 月 14 日のヒヤリングによる。
( 6 ) ｢たけうちグループ」関係 15 社 (2006年 8月 31 日破産手続開始決定) や「愛染蔵」グループによ
る展示会商法やプレゼント商法などによる呉服の不当過量販売であり，提携する大手信販会社が
同席して与信した。
( 7 ) 京都民報 09 年 11 月 15 日付記事及び 2009 年 9 月 8 日のヒヤリングによる。
( 8 ) 吉田敬一「中小企業を取り巻く環境と地域づくり」『研究センターレポート 第 21集』中小企業
家同友会，2010 年 2 月，P32参照。リーマンブラザーズショック後の日本の今日の不況が，蜂に
刺された程度といわれていたのに「毒が回って心臓に来つつある」構造的要因を指摘した上で，
和の文化を発信する文化産業の再構築による地域内経済循環の仕組みづくりを提案している。








㎡以上。補助率等は中小企業 15%，大企業 10%，地元雇用者 1人当たり 30万円。





(14) 伝統と文化のものづくり産業振興条例 (仮称) 案の骨子に対する府民意見とこれに対する京都府























の緊急雇用助成金 (2009〜2011 の 3年間の予定) で，毎年 1億円が拠出され，人件費，開設連絡








には，それに先立つ「第 5 次ビジョン (2000〜2005 年) の検証・総括をふまえて策定されている。









(21) 芳野俊郎「西陣地域におけるÐまちおこしÕ」『福祉教育開発センター紀要第 6 号』佛教大学福祉
教育開発センター，2009 年 3月，参照。
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